
大館市水稲用肥料価格高騰対策支援事業費補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、施肥低減機能を有する田植機への更新を促進することにより、
価格が高騰している水稲用肥料の使用量を低減し、農業者等の経営安定を図るため、
大館市水稲用肥料価格高騰対策支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付
することに関し、大館市補助金等の適正に関する規則（昭和６２年規則第８号。以
下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（補助対象者） 
第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、大館市か
ら経営改善計画の認定を受けた認定農業者、新規就農者又は令和９年３月３１日
までに経営改善計画の認定を受けることが確実な者とする。 
 
 （補助対象事業） 
第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲
げる機能を有する田植機（以下「新田植機」という。）への更新とする。 
 ⑴ 側条施肥機能 
 ⑵ 可変施肥機能 
 ⑶ 前２号に規定するもの以外の機能であって、全層施肥を行った場合と比較
し、肥料の使用量を１０％以上低減可能であることを明らかに示すことができ
る機能 

２ 前項の規定による更新台数の上限は、１補助対象者につき１台とする。 
 
（補助対象経費） 
第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対
象事業に係る経費のうち第１１条に規定する実績報告を行う日までに支払いを完
了しているものとする。 
２ 更新前の田植機（以下「旧田植機」という。）の売払いにより収入が発生する場
合は、補助対象経費からその収入額を差し引くものとする。 
３ 消費税及び地方消費税は、補助対象経費から除くものとする。 
４ 国、県又はその他の補助事業の対象経費に含まれる費用は、補助対象経費に含
まないものとする。 

 
（補助金額） 
第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の２分の１以内の額
とし、補助上限額は２００万円とする。 
２ 前項に定める補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨
てるものとする。 



 
（事業の承認申請） 
第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別
に定める日までに、事業承認申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、
市長に提出しなければならない。 
 ⑴ 見積書の写し 
 ⑵ 新田植機が第３条第１項各号に掲げる機能を有することを証する書類 
 ⑶ 第１号に規定する見積書の写しに旧田植機の下取り額の表記がない場合は、売
却収入額又は処分費の見積書の写し 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 
 
（事業の承認） 
第７条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、内容を審査し、事業承認
通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

 
（交付の申請及び決定） 
第８条 前条に規定する事業承認通知を受けた申請者は、補助金交付申請書（様式
第３号）に収支予算書（様式第４号）を添えて、市長に提出しなければならな
い。 
２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、内容を審査し、補助金交付
決定通知書（様式第５号）により、当該申請者に対して審査結果を通知するもの
とする。 

 
（補助金の概算払） 
第９条 市長は、前条第２項の規定により交付決定を受けた申請者（以下「補助事
業者」という。）の求めに対し、特に必要があると認めるときは、交付決定額を限
度として補助金の概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、補
助金概算払請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

 
（補助事業の内容の変更等） 
第１０条 補助事業者は、第８条第２項の規定により交付決定を受けた事業（以下
「補助事業」という。）の内容を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとする
ときは、あらかじめ補助金交付変更（中止・廃止）申請書（様式第７号）に次に
掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
 ⑴ 収支予算書（様式第４号） 
 ⑵ 見積書の写し 
 ⑶ その他市長が必要と認める書類 



２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、内容を審査し、その結果を補
助金交付変更（中止・廃止）決定通知書（様式第８号）により、補助事業者に通
知するものとする。 
３ 市長は、前項の規定により補助金交付申請の内容の変更を決定した場合におい
て、変更後の交付決定額が既に概算払をした金額を下回ったときは速やかに差額
の返還を補助事業者に命じるものとし、当該変更後の交付決定額が概算払済の金
額を上回ったときは、前条の規定を準用して、補助事業者に追加の概算払をする
ことができる。 
 
（実績報告） 
第１１条 補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過する日
又は令和９年３月１日のいずれか早い日までに、補助金事業実績報告書（様式第
９号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
 ⑴ 事業実施報告書（様式第１０号） 
 ⑵ 収支決算書（様式第１１号） 
 ⑶ 補助対象経費を明らかにする領収書等の写し 
 ⑷ 旧田植機が自己の所有に属さないことを証する書類の写し 
 ⑸ その他市長が必要と認める書類 
 
（補助金額の確定） 
第１２条 市長は、前条の規定による補助金事業実績報告書を受理したときは、内
容を審査し、その結果が適当であると認めたときは、補助金額確定通知書（様式
第１２号）により確定した補助金額（以下「補助金確定額」という。）を補助事業
者に通知するものとする。 

 
（補助金の精算等） 
第１３条 市長は、第９条の規定により補助事業者に概算払をした場合で、当該概
算払をした金額が前条の補助金確定額を上回るときは、当該補助事業者に対し、
速やかにその差額の返還を命ずるものとする。 

２ 補助事業者は、第９条の規定により概算払を受けた場合で、当該概算払を受け
た金額が前条の補助金確定額を下回るときは、補助金（精算払）請求書（様式第
１３号）により、速やかにその差額を市長に請求するものとする。 

３ 概算払を受けていない補助事業者は、補助金（精算払）請求書により、速やか
に前条の補助金確定額を市長に請求するものとする。 

 
（検査及び是正措置） 
第１４条 市長は、必要があると認めるときは、当該補助事業者に報告させ、又は
職員をして帳簿書類その他の物件について検査を行わせることができる。 



２ 前項の報告又は検査の結果、必要があると認めるときは、補助対象事業の執行
について変更を命じ、又は指示することができる。 
 
（交付決定の取消し及び補助金の返還） 
第１５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の
交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部につい
て、期限を定めて、返還を命ずるものとする。 
 ⑴ 補助金を他の目的に使用したとき 
 ⑵ 提出書類の記載事項に虚偽があるとき 
 ⑶ 規則又はこの要綱の規定に反したとき 
 ⑷ その他市長が必要と認めたとき 
 
（財産の処分の制限） 
第１６条 補助事業者は、補助金の活用により取得した財産を、市長の承認を受け
ないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸与又は担保に供
してはならない。ただし、補助事業の完了後、法定耐用年数を経過した財産につ
いてはこの限りではない。 
 
（補助金の経理等） 
第１７条 補助事業者は、補助金に係る経理について収支の事実を明確にした証拠
書類を整理し、かつ、これらの書類を補助金の交付を受けた日の属する会計年度
の終了後５年間保存しなければならない。 
 
（補則） 
第１８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長
が別に定めるものとする。 
     
   附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和８年７月１日から施行する。 
（失効） 
２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の
規定に基づき補助金の交付決定を受けた補助事業に係る規定については、同日以
後もその効力を有するものとする。 
 


